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名古屋飛行場指定管理者募集要項 
 

 

第１ 施設の概要 

１ 名 称 

愛知県名古屋飛行場（通称：県営名古屋空港） 

２ 設置目的・役割 

  飛行場のコミューター航空、ビジネス航空その他小型航空機による航空交通の拠点化を

図り、もって航空交通の発達を推進する。また、「アジアNo.1航空宇宙産業クラスター形

成特区」の指定を受け、航空機産業の拠点としての重要な役割もある。 

なお、愛知県地域防災計画では広域防災拠点として位置づけられており、また国の「南

海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関する計画」において「大規模な広域防災

拠点」に指定されており、2027年度に基幹的広域防災拠点の整備が予定されている。 

３ 沿 革 

平成１６年１１月 公募選定による指定管理制度導入 

（指定管理者：名古屋空港ビルディング（株）） 

平成１７年 ２月 開港 

平成２７年 ４月 任意指定（指定管理者：名古屋空港ビルディング（株）） 

平成３１年 ４月 公募指定（指定管理者：名古屋空港ビルディング（株）） 

令和６年 ４月 公募指定（予定） 

４ 所在地 

愛知県西春日井郡豊山町大字豊場 

５ 施設の規模等（令和5年8月時点） 

  ・飛行場の面積：約172ha（資料１「愛知県名古屋飛行場平面図」参照） 

・災害応急対策における位置付け：大規模な災害が発生した場合は、広域防災拠点とな

る施設 

（１）飛行場土木施設 

① 飛行場基本施設 

着陸帯  長さ2,860ｍ×幅300ｍ 
滑走路  長さ2,740ｍ×幅45ｍ（ｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ舗装） 
誘導路  総延長2,956.7ｍ（ｾﾒﾝﾄｺﾝｸﾘｰﾄ舗装及びｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸﾘｰﾄ舗装） 
     Ｗ－１    長さ253.7ｍ×幅26.5ｍ 
     Ｗ－２～８  長さ1,244.7ｍ×幅30ｍ   
     Ｗ－９     長さ195.7ｍ×幅28.5ｍ 
     平行誘導路  長さ1,106.6ｍ×幅23ｍ 
     Ｍ－１誘導路 長さ39ｍ×幅23ｍ 

Ｍ－２誘導路 長さ39ｍ×幅30ｍ 
Ｍ－３誘導路 長さ39ｍ×幅23ｍ 

     Ｊ誘導路   長さ39m×幅18m 
エプロン 面積208,378㎡（LA-1）、36,449㎡（LA-2）（ｾﾒﾝﾄｺﾝｸﾘｰﾄ舗装及びｱｽﾌｧﾙﾄｺﾝｸ

ﾘｰﾄ舗装） 
※ 着陸帯には、過走帯（長さ60m×幅45m×2箇所（アスファルトコンクリート舗装））

を含む。 
② 飛行場その他土木施設 

場周道路、保安道路、構内道路、駐車場、植樹、排水施設（管渠、開渠、桝、新駐機

場西端排水路、調整池等）、大山川暗渠、新境川暗渠、大山川樋門、大山川橋（場周道

路橋）、場周柵、構内道路入口ゲート、町道連絡道路、道路案内標識、共同溝等 
この他、幹線排水路の地上権が飛行場外に設定されている。 
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（２）建築施設 
次表に掲げる建築施設（同施設に付随する給排水設備（浄化槽設備を含む。）、自動火

災報知設備、消火設備、空気調和設備、排煙設備、換気設備、避雷針設備、電話通信設

備、受配電設備（ターミナルビルに付随するものに限る。）、自家発電設備（ターミナル

ビルに付随するものに限る。）、その他建築物に付帯する施設を含む。） 
【建築施設の概要】 

施 設 名 建築年度 構造及び階数 面積(㎡) 棟数 
管理庁舎 平成７年度 鉄骨造５階建 5,059.35 １ 
ターミナルビル 昭和60年度 鉄骨造３階建 22,932.36 １ 
変電局舎 昭和53年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建 577.50 １ 
スイーパー車庫 昭和62年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建 135.00 １ 
自動車車庫 平成７年度 鉄骨造平屋建 67.05 １ 
医療搬送車車庫 平成４年度 鉄骨造５階建 575.57 １ 
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ合併浄化槽上屋 平成11年度 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造平屋建 43.25 １ 
立体駐車場 平成26年度 鉄骨造５階建 17,430.28 １ 
立体駐車場 平成26年度 鉄骨造５階建 15,511.03 １ 
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ前乗降場北側歩

道ﾙｰﾌ 平成８年度 鉄骨造平屋建 112.00 １ 

ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ前乗降場南側歩

道ﾙｰﾌ 平成８年度 鉄骨造平屋建 77.00 １ 

立体駐車場連絡通路上屋 平成26年度 アルミ造平屋建 30.47 １ 
駐車場入口ゲート 平成26年度 アルミ造平屋建 30.60 １ 
駐車場出口ゲート 平成26年度 アルミ造平屋建 30.60 １ 
倉庫 平成28年度 鉄骨造平屋建 94.12 ２ 
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ横断歩道ﾙｰﾌ 平成28年度 鉄骨造平屋建 116.25 １ 
ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ北側通路ﾙｰﾌ 平成28年度 鉄骨造平屋建 15.12 １ 
自動二輪駐車場上屋 平成30年度 アルミ造平屋建 43.27 １ 

 

（３）航空保安施設 

① 航空灯火施設 
飛行場灯台、標準式進入灯、閃光灯、進入角指示灯、滑走路灯、滑走路末端灯、滑走

路末端補助灯、滑走路中心線灯、接地帯灯、滑走路距離灯、過走帯灯、誘導路灯、誘導

路中心線灯、誘導案内灯、風向灯、航空障害灯（小牧山展望台、春日井市味美白山町1-17-4、
名古屋市北区六が池町555（空港より配電））等 

② 航空保安無線施設（ＩＬＳ） 
ＬＯＣ装置、ＧＳ装置、Ｔ－ＤＭＥ装置、遠隔制御装置等 

（４）電気施設 
受配電設備、蓄電池、監視制御装置、定電流調整器、予備発電装置、幹線ダクト、エ

プロン灯、道路・駐車場灯、灯火整備作業所設備等 
（５）陸上無線施設 

無線機本体、マイク、アンテナ、配線、電池、充電器等 
（６）気象観測施設 

風向風速計（滑走路両端）、ＲＶＲ（滑走路視距離計、滑走路両端）、シーロメーター

（雲底高度計）、気温・湿度・雨量計、気圧計、多重伝送部、分岐送信部、直流分岐部、

空港気象表示装置、保守管理部、無停電電源部、データ編集部、データ表示部、飛行場

状況表示装置等 
（７）航空機騒音常時観測設備 
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航空機騒音常時観測局（味美ふれあいセンター、小針入鹿新田会館、市之久田会館）、

中央局等 
（８）監視カメラ（ＩＴＶ）設備 

エプロン監視用及び駐車場監視用、ターミナルビル監視用、管理庁舎監視用等 
（９）フライトインフォメーション表示システム（ＦＩＤＳ）設備 

出発・到着・ゲート表示器、バゲージ表示器、スポット・ソーティング表示器、ＦＩ

ＤＳホスト、エアライン・中央監視・ゲート・バゲージ端末、親時計システム等 
（10）一般廃棄物処理施設（し尿処理施設） 

・ 処理方式 流量調整型担体流動方式 
・ 処理水量 最大 1.0㎥／日 
・ 基本構成 投入枡、流量調整槽、沈殿分離槽、脱窒ろ床槽、担体流動・ばっ気反応槽、

沈殿槽、第２担体流動・ばっ気反応槽、担体ろ過槽、炭ろ過槽、処理水槽、消毒槽 
６ 施設の利用状況  

   ※航空空港課ホームページ(https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kouku/0000005872.html)参照 
 

第２ 募集の内容 

１ 指定管理者が行う業務（以下「指定管理者業務」という。） 

（１）条例の規定（第１９条第１項及び第２１条第１項後段の規定を除く。）により知事に

提出される申請書及び届出書を受け付け、並びに許可書を交付し、又は許可に係る通知

を伝達すること（条例第４条第１項の規定による届出及び第５条第１項但し書の規定に

よる許可の申請に関するものにあっては、自衛隊に係るものを除く。）。 
（２）飛行場の管理上必要な指示をすること（航空機の停留に関するものに限るものとし、

自衛隊に対するものを除く。）。 
（３）知事が業務処理要綱第４４条の規定に基づき必要と認めた場合は、飛行場への入場を

制限し、若しくは禁止し、又は入場した者の行為（立入制限区域内におけるものを除く。）

を制限すること。 
（４）飛行場のターミナルビルの会議室、ビジネス航空専用施設若しくは業務用施設、駐車

場（以下「会議室等」という。）管理上必要な指示及び利用を許可すること。 
（５）会議室等の利用の許可に条件を付けること。 
（６）会議室等の利用の許可を取り消し、その効力を停止し、又はその条件を変更すること。 
（７）会議室等の利用について指示をし、又は利用中の会議室、ビジネス航空専用施設、業

務用施設に職員を立ち入らせ、利用の状況を調査させること。 
（８）飛行場の施設の点検、清掃、補修その他の維持管理を行うこと。 
 
２ 指定管理者が行う管理の基準 

（１）関係法令並びに条例及び条例に基づく規則等の規定を遵守し、誠実に指定管理者業務

を行うこと。 
（２）飛行場を利用しようとする者に対して不当な差別的取扱いをしないこと。 
（３）指定管理者業務に関連して取得した個人に関する情報その他の情報を適切に取り扱う

こと。 
（４）（１）から（３）の他、知事が定める基準 
 
◎ なお、業務及び管理の基準の詳細は「愛知県名古屋飛行場編（仕様書）」（以下「仕様

書」という。）により定めます。 

 

３ リスク分担 

県とのリスク分担は、別表１「リスク分担表」のとおりとします。 

 

https://www.pref.aichi.jp/soshiki/kouku/0000005872.html
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４ 指定の期間（予定） 

令和６年４月１日から令和１１年３月３１日まで（５年間） 

 

５ 業務に必要な経費等 

県が指定管理者に支払う経費（以下「指定管理料」という。）をもって、業務を行うも

のとします。県は、愛知県名古屋飛行場の管理運営に必要な経費として、予算額の範囲内

で年度ごとに指定管理料を支払います。この場合の支払時期や方法その他細目的事項につ

いては、協議の上決定し、年度別協定で定めます。 

額の確定後は、運営によって過不足が生じた場合でも、原則として指定管理料の変更は

認めないこととします。なお、目安として、過去３年間の指定管理業務経費推移を添付し

ます。（資料４参照） 

 

 

第３ 申請に係る事項 

１ 指定管理者の申請資格 

指定管理者の指定を申請することのできるものは、指定期間中に飛行場を安全円滑に管

理運営することのできる法人その他の団体（以下「法人等」という。）又は複数の法人等

が共同する団体（以下「共同体」という。）であることとします。個人での申請はできま

せん。 

また、次に掲げる（１）から（６）までのすべての要件を満たす必要があるものとします。 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１１項の規定により本県

又は他の地方公共団体から指定を取り消され、当該処分の日から起算して２年を経過

しないものでないこと、及び地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７

条の４の規定に該当する者でないこと。 

（２）役員（法人でない団体の代表者又は管理人を含む。）及び施設に配置する職員に、

次のアからウのいずれかに該当する者がないこと。 

ア 破産者で復権を得ない者 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者 

ウ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第６号に規定する暴力団員及びその利益となる活動を行う者 

（３）次のアからウまでのいずれかに該当する者でないこと。 

ア 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れた者及びその開始決定がされている者 

イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなさ

れた者及びその開始決定がされている者（同法附則第２条の規定によりなお従前の

例によることとされる更生事件に係るものを含む。） 

ウ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされた者

及びその開始決定がされている者（同法附則第３条第１項の規定によりなお従前の

例によることとされる破産事件に係るものを含む。） 

（４）法人税、消費税、法人事業税、法人都道府県民税及び地方消費税を滞納している者

でないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団及びその利益となる活動を行う者でないこと。 

（６）申請書類提出の日から指定管理者候補者の選定通知を受けた日までに愛知県から指

名停止の措置を受けていないこと。 

 

 



5 

 

２ 申請手続等 

申請は、次の必要な書類を作成のうえ提出してください。 

なお、共同体による申請の場合には、（２）ウの「申請する法人等に関する書類」は構

成員であるすべての法人等のものを提出してください。 

また、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合によ

る申請の場合で、申請書類提出時点で業務の配分を受ける組合員が決まっている場合には、

（２）ウの「申請する法人等に関する書類」は配分を受けるすべての組合員のものを提出

してください。 

（１）提出部数 

申請書類は、原本１部、副本１５部を提出してください。 

なお、原本、副本とも目次ページ数を付け、二穴綴じファイルに綴じるとともに、ファ

イルの表紙及び背表紙に申請者及び申請する公の施設の名称を明記してください。 

（２）申請書類 

ア 指定管理者指定申請書・・・・・・・・・・・・・・（様式１） 

イ 指定管理者業務の実施に関する計画書・・・・・（様式２、３） 

ウ 申請する法人等に関する書類 

（ア）定款、寄附行為、規約その他これに代わる書類 

（イ）法人にあっては当該法人の登記事項証明書、法人以外の団体にあっては代表者

の住民票の写し 

（ウ）申請を行う日の属する事業年度の収支予算書並びに直近２事業年度の事業報告

書、貸借対照表及び損益計算書又はこれらに類するもの（グループ企業で連結

決算を行っている場合には、加えて連結決算書） 

（エ）法人税、消費税、法人事業税、法人都道府県民税及び地方消費税に関する納税

証明書（過去３年分） 

（オ）社会的価値の実現に資する取組に関する申告書・・（様式４） 

（カ）法人等概要書・・・・・・・・・・・・・・・・・（様式５） 

※法人等の事業内容がわかるパンフレット等があれば、併せて提出してください。 

（キ）法人等の主要業務実績一覧・・・・・・・・・・・（様式６） 

エ 誓約書・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・（様式７） 

オ 共同体構成員届（共同体の場合）・・・・・・・・・（様式８） 

カ 共同体協定書の写し（共同体の場合）・・・・・・・（様式９） 

キ 共同体委任状（共同体の場合）・・・・・・・・・・（様式１０） 

（３）現地説明会及び質問受付等の実施及びスケジュール 

ア 現地説明会の開催 

日  時：令和５年８月２４日（木）午後３時半から 

集合場所：愛知県名古屋空港ターミナルビル正面入り口 

     （住所：〒480-0202 愛知県西春日井郡豊山町大字豊場） 

参加申込：様式１１に、必要事項を記入の上、郵送、ＦＡＸ又は電子メールにより、

愛知県都市・交通局航空空港課宛にお送りください。 

申込締切：令和５年８月１８日（金）午後５時まで 

留意事項：・現地説明会では、施設の現況、過去の管理運営費の推移等の詳細情報を

ご説明し、希望者には施設見学を行いますので、指定管理者に申請する

予定の方は、できる限り参加してください。 

・参加人数については、１申請者につき３人までとしてください。 

・当日配布する資料について、現地説明会に出席できない方には、現地説

明会の翌日以降、愛知県都市・交通局航空空港課で配布いたします。 

 

イ 募集内容等に係る質問の受付 
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受付期間：令和５年９月４日（月）午後５時まで 

質問方法：別紙質疑書（様式１２）により、郵送、ＦＡＸ又は電子メールにより、愛

知県都市・交通局航空空港課宛にお送りください。 

回答方法：受け付けた質問に対する回答や現地説明会における質疑応答（事業者等独

自の提案に関わるものと判断される場合を除く）をとりまとめ、令和５年

９月１４日（木）を目途に、県のウェブページ

（http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kouku/）にて回答する予定です。 

（４）申請書類の受付 

受付期間：令和５年９月１９日（火）から９月２５日（月）までの午前９時から午後

５時まで 

※ただし、土日及び祝日は除きます。 

受付場所：愛知県都市・交通局航空空港課 

受付方法：申請書類一式を、郵送又は持参により提出してください。なお、郵送の場

合にも、上記受付期間内必着とします。 

（５）留意事項 

上記各種書類を郵送、ＦＡＸ又は電子メールにて提出した場合は、届いているかどう

かの確認を電話により行ってください。 

３  指定管理者業務の実施に関する計画書の作成 

（１）「指定管理者指定申請書総括表」の作成について 

様式２－２「指定管理者指定申請書総括表」は、（２）の各計画事項の要点を簡潔に

記入してください。 

様式２－２の作成においては、フォントは10.5ポイントとし、行数、行文字数を変更

せずに作成してください。 

様式２－２は、電子ファイルでも提出してください。 

（２）計画の作成について 

計画１から計画１６までの事項ごとに所定の様式に指定管理者としての考え方を記入

してください。 

図、表等を使用してもかまいません。また、ページ数が複数となってもかまいません

が、各計画について１～３ページ程度（各計画内で添付する様式については、これに含

まない。）で記入してください。 

なお、事業協同組合による申請の場合で、申請書類提出時点で業務の配分を受ける組

合員が決まっている場合には、業務を行う組合員の名称及び業務の内容、事業協同組合

と組合員の責任体制、組合員の脱退時における対応策等を必要に応じて記入してくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.pref.aichi.jp/soshiki/kouku/
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計画一覧 

計画１ 平等な利用の確保に関する方針（詳細は様式 3-1） 

計画２ 施設の基本的な管理運営方針（詳細は様式 3-2） 

計画３ 施設の維持管理についての考え方（詳細は様式 3-3） 

計画４ 利用者サービス向上への取組（詳細は様式 3-4） 

計画５ 広報等業務に関する取り組み（詳細は様式 3-5） 

計画６ 地域や関係機関との連携についての考え方。（詳細は様式 3-6） 

計画７ 経費縮減への取組（詳細は様式 3-7） 

計画８ 管理運営に係る収支計画の概要（詳細は様式 3-8-1･3-8-2） 

計画９ 施設管理に関する技術等（詳細は様式 3-9） 

計画１０ 施設管理の実施体制の概要（詳細は様式 3-10-1･3-10-2･3-10-3） 

計画１１ 人材育成の方針（詳細は様式 3-11） 

計画１２ 緊急時の体制の概要（詳細は様式 3-12） 

計画１３ 個人情報保護及び情報公開に対する考え方（詳細は様式 3-13） 

計画１４ 諸規程の整備又は方針（詳細は様式 3-14） 

計画１５ 管理運営に係る PR 事項（詳細は様式 3-15） 

計画１６ 自主事業に関する提案（詳細は様式 3‐16） 

 

（３）指定管理者業務の実施に関する計画書作成上の条件 

ア 指定管理者業務の実施に関する計画書（以下「業務計画書」という。）の作成に当

たっては、当募集要項、仕様書等に記載されていることを遵守してください。また、

法令等に定められていることについては、これを遵守してください。 

イ 収支計画書（様式３－８－２）は、指定全期間にわたる収支予測を年度別に作成し

てください。 

ウ 業務計画書の作成に用いる言語、通貨及び単位は、原則として日本語、日本国通貨、

日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める計量単位としてください。 

エ 指定管理者業務の実施に関する計画書はＡ４判で作成し、ページ数を中央下に表記
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してください。 

 

（４）自主事業に関する提案 

指定管理者業務以外に、施設の設置目的を妨げず、かつ、利用者の便宜向上に資する

ことを目的として、施設内において、自らの責任により自主事業を行うことができます。 

施設の利用率向上、利用者サービスの向上、自主事業に関する提案があれば、様式３

－１６により事業計画を提出してください。 

例えば、自主事業としては、飲食店及び売店、自動販売機などが考えられますので、

その運営計画についても、提案するよう努めてください。 
また、経費縮減につながる提案があれば、積極的に記入してください。 
なお、自主事業を行うためには、施設の利用許可又は行政財産の目的外使用許可が必

要になるとともに、利用料金又は使用料の支払いが必要になります。 

 

第４ 審査及び指定管理者候補者の選定に係る事項 

１ 審査の方法 

県は、愛知県都市・交通局指定管理者等選定会議（以下「選定会議」という。）におけ

る審査結果等を踏まえ、指定管理者として最も適切で優秀な団体を指定管理者の優先交渉権

者として選定します。なお、最終的には、県議会の議決を経て、愛知県が指定管理者を指定

します。 

２ 審査の日程 

審査は、令和５年９月下旬から令和５年１０月中旬を予定しています。プレゼンテーショ

ン、ヒアリング等を行う場合には、別途連絡します。 

３ 愛知県都市・交通局指定管理者等選定会議 

愛知県名古屋飛行場を所管する愛知県都市・交通局職員及び外部有識者等で構成します。 

４ 審査基準等 

指定管理者による公の施設の管理に関する条例(平成１７年愛知県条例第５２号）第３条

第３項各号の基準により、県において、優先交渉権者を選定します。 

審査基準ごとの審査の観点、観点の細目等及び配点ウエイトは、別表２のとおりとしま

す。 

 

第５ 指定管理者の指定及び協定締結に係る事項 

１ 指定管理者の候補者の選定 

県は、選定会議の審査結果等を踏まえ、最も適切で優秀な団体を優先交渉権者として両

者の間で細目協議を行います。細目協議が整った段階で、指定管理者候補者として選定し

ます。 

なお、優先交渉権者と協議が整わない場合には、優先交渉権者との協議を中止すること

とし、選定委員会において次点となった者との間で改めて協議を行うこととします。 

指定管理者の選定結果は、令和５年１２月下旬頃を目途に、審査を受けた団体のすべてに

文書により通知するとともに結果は、県のウェブページなどで公表します。 

２ 指定管理者の指定 

県は、指定管理者の指定に関する県議会の議決を経て、指定管理者の指定を行います。 

また、指定管理者の指定をしたときはその旨を文書で通知するとともに公告を行います。 

３ 指定管理者との協定締結 

県と指定管理者は、先に実施した細目協議の内容を前提に、更に業務を実施する上で必

要となる詳細事項について協議を行い、これに基づき協定を締結します。 

協定は、指定期間を通じての基本的な事項を定めた「基本協定」と、年度ごとの事業実

施に係る事項を定めた「年度別協定」を定めることとします。なお、その際に収入印紙の

貼付が必要な場合には、指定管理者の負担とします。 
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（１）基本協定の内容 

ア 施設及び業務等に関する事項 

イ 指定管理料に関する事項 

ウ 事業報告・業務報告に関する事項 

エ 物品等に関する事項 

オ 業務の一部の再委託に関する事項 

カ 管理業務を行うに当たって保有する個人情報の保護に関する事項 

キ 指定管理者業務に係る情報の公開に関する事項 

ク 保険等への加入に関する事項 

ケ 災害発生時の対応に関する事項 

コ 法令等の遵守に関する事項 

サ 事業評価の実施に関する事項 

シ 指定期間満了時における事項 

ス 損害賠償等に関する事項 

セ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

ソ 自主事業に関する事項 

タ その他 

（２）年度別協定の内容 

ア 当該年度の業務内容に関すること 

イ 当該年度に県が支払うべき管理費用に関する事項 

ウ その他 

 

第６ 業務の適正な実施に関する事項 

１ 業務の再委託等の制限 

指定管理者が業務の全部を一括して、又は業務の主たる部分を一括して第三者に委託又

は請け負わせることを禁じます。 

業務の一部分のみを第三者に委託又は請け負わせる場合には、あらかじめ県に申請し、

承認を受けるようにしてください。 

２ 暴力団の排除 

公の施設が暴力団の活動に利用されることにより、当該暴力団の利益になると認めると

きは、指定管理者は、県の策定する利用許可に関する審査基準に基づき、これを許可して

はなりません。 

３ 個人情報の取り扱い 

指定管理者業務に従事している者及び従事していた者は、愛知県名古屋飛行場の指定管

理者業務を実施するにあたり知り得た個人情報の内容について、みだりに他人に知らせ、

又は不当な目的に使用することを禁じます。正当な理由なく当該個人情報を提供した場合

は個人情報の保護に関する法律(平成１５年法律第５７号)）に基づく罰則が適用される場

合があります。 

４ 情報公開への対応 

指定管理者は、愛知県名古屋飛行場の指定管理者業務に係る情報については別途情報公

開要綱等を策定し、情報公開に努めることとします。 

５ 保険への加入 

指定管理者は、飛行場利用者等の事故に対応するため、賠償保険や傷害保険等への加入

を義務付けることとします。 

６ 災害等発生時の対応 

災害等が発生した場合等には、指定管理者は速やかに県に連絡するとともに、被害を最

小限に止めるよう早急に対応措置をとる義務を負います。また、県が施設の利用制限、応

急活動への参加等を要請したときは、これに最大限協力するよう努めなければなりません。 
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７ 法令等の遵守 

指定管理者は、業務の遂行に関連する法規を遵守しなければなりません。 

特に、航空法、愛知県名古屋飛行場条例、愛知県名古屋飛行場管理規則（平成１６年愛

知県規則第７１号）及び愛知県名古屋飛行場業務処理要項の他、別途仕様書に定める法令

を遵守するほか、以下の法令を遵守してください。 

（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

第２４４条第２項 指定管理者は、正当な理由がない限り、住民が施設を利用するこ

とを拒んではならない。 

第２４４条第３項 指定管理者は、住民が施設を利用することについて、不当な差別

的取り扱いをしてはならない。 

（２）労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

（３）消防法（昭和２３年法律第１８６号）、水道法（昭和３２年法律第１７７号）その他

施設又は設備の維持管理又は保守点検に関する法令 

（４）その他、愛知県名古屋飛行場施設内で管理運営する業務に関連するすべての法令 

 

第７ 業務の継続が困難となった場合等の措置について 

指定管理者との協定に基づく指定期間中において、指定管理者による業務の継続が困難

になった場合等の措置は、次のとおりとします。 

１ 指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難となった場合等 

指定管理者の責めに帰すべき事由により業務の継続が困難になった場合又はそのおそれ

が生じた場合は、指定管理者は速やかにその旨を県に報告するものとします。この場合、

県と指定管理者は、指定管理者業務の継続の可否について協議するものとし、一定期間内

に協議が整わない場合は、指定管理者は県に指定の取消しを申し出ることができるものと

します。なお、この場合において、県に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。

また、次期指定管理者が円滑に支障なく飛行場の管理運営業務を遂行できるよう、引き継

ぎを行うものとします。 

２ その他の事由により業務の継続が困難となった場合等 

災害その他の不可抗力等県及び指定管理者双方の責めに帰すことができない事由により、

業務の継続が困難になった場合、県又は指定管理者は指定の取り消しの協議を求めること

ができるものとします。 

なお、愛知県名古屋飛行場の指定管理者業務を行っている指定管理者が指定期間終了又

は指定取消しなどにより次期指定管理者に業務を引き継ぐ際は、円滑な引き継ぎに協力す

るとともに、必要なデータ等を遅滞なく提供しなければならないこととします。 

 

第８ 申請に関する留意事項 

１ 審査の対象又は優先交渉権者からの除外 

申請者が次に掲げる場合に該当したときは、その者を審査の対象または優先交渉権者か

ら除外します。 

（１）選定委員会議の構成員又は応募に関する業務に従事する県職員若しくは関係者に対し、

応募について不正な接触の事実が認められた場合 

（２）申請書類に虚偽の記載があった場合 

（３）第３第１項に示す指定管理者の申請資格を満たしていないことが判明した場合又は満

たさなくなった場合 

（４）申請者による業務履行が困難であると判断される事実が判明した場合 

（５）著しく社会的信用を損なう行為等により、申請者が指定管理者として業務を行うこと

について相応しくないと県が認めた場合 

（６）その他不正な行為があったと県が認めた場合 
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２ 業務開始前における指定の取消し 

指定管理者が業務を開始する前においても次に掲げる事項に該当するときは、その指定

を取り消すことがあります。 

（１）正当な理由なくして協定の締結に応じない場合 

（２）資金事情の悪化あるいは管理体制が整わない等により、指定管理者として行う業務の

履行が確実でないと県が認めた場合 

（３）著しく社会的信用を損なう行為等により、指定管理者として業務を行うことについて

相応しくないと県が認めた場合 

（４）１の各項目に該当する場合 

３ 申請書類等の取り扱い 

（１）著作権 

県が提示する設計図書等の著作権は県及び作成者に帰属し、申請者の提出する書類の

著作権は申請者に帰属します。なお、当該募集において公表する必要がある場合その他

県が必要と認めるときは、県は申請者の提出書類の全部又は一部を無償で使用できるも

のとします。 

（２）特許権 

申請書類の内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令

に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手法等を用

いた結果生じた事象に係る責任は、すべて申請者が負うものとします。 

（３）記載内容の変更等の禁止 

提出した書類は、原則としてこれを書き換え、差し換え、又は撤回することはできま

せん。 

（４）返却等 

申請書類は審査のため、選定会議の構成員に配付することがあります。また、提出さ

れた申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

（５）公表 

申請書類は、情報公開の対象文書となるため、情報公開条例の規定に基づき開示する

場合があります。 

４ 費用負担 

申請に係る費用については、すべて申請者の負担とします。 

５ 言語、通貨及び単位 

申請書類に使用する言語、通貨及び単位は、原則として日本語、日本国通貨、日本の準

時及び計量法（平成４年法律第５１号）に定める計量単位としてください。 
６ ネーミングライツ 

愛知県名古屋飛行場において、ネーミングライツを導入した場合、県とネーミングライ

ツ パートナー（以下「パートナー」という。）との契約に基づき、看板やウェブページ、

広報チラシ等の媒体に愛称を使用することとなります。 
    なお、ネーミングライツの導入により、新たな経費等が発生する場合（看板や広報チ

ラシの変更等）は、県又はパートナーが負担します。 
７ その他 

（１）愛知県名古屋飛行場に対し複数の申請（共同体の構成員としての申請を含む。）をす

ることはできません。なお、県の他の施設に関して指定の申請をすることはできます。 

（２）指定管理者指定申請書提出後に申請を辞退する場合には、審査会開催日の前日までに、

指定管理者指定申請辞退届（様式１－２）により申し出てください。 
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第９ 事業実施状況のモニタリング(監視)等 

１ モニタリング（監視）、評価の実施及び結果の公表 

県は、施設が設置目的に沿って適切に管理されるように、業務仕様書に基づき、指定

管理者から提出される月例業務報告書、実績報告書、利用者満足度調査結果、利用者か

らの苦情・意見の内容及び事故・災害報告等により、業務の実施状況をモニタリング（監

視）、評価します。なお、モニタリング（監視）、評価は、次の方法により行います。 

（１）県が行う評価 

県は、モニタリング等に基づき、指定期間中の指定管理者の管理運営状況（利用状況、

事業計画の達成状況、収支状況、法令の遵守等）についての事業評価を実施し、その結

果を公表します。なお、詳細については協定において定めるものとします。 

（２）指定管理者が行う自己評価 

指定管理者は、毎事業年度終了後、管理運営業務の自己評価を行い、県に自己評価調

書を提出するものとします。 

（３）利用者アンケートの実施 

指定管理者は、利用者の満足度をアンケート等で把握し、その結果及び対応状況につ

いて愛知県に報告するものとします。 

・簡易アンケート（施設の窓口に常時アンケート用紙を備え、利用者に記入していただ

くなど、簡便な方法で随時実施する） 

・詳細アンケート（アンケート用紙を利用者に一斉に送付し、回収・分析するなど、詳

細な内容で定期的に実施する） 

また、利用者からの苦情・意見等については、その概要や対応等について業務日報に

記録し、県へ報告していただきます。 

（４）外部有識者等の評価・検証 

県は、施設の管理運営状況や県のモニタリング実施手順等の評価・検証を目的として、

指定期間の中間年度を目途に、外部有識者等で構成する愛知県都市・交通局指定管理者

モニタリング会議を開催するため、指定管理者に対して会議への出席、帳簿書類その他

の記録の提出を求める場合があります。 

 

２ 県の監査委員による監査 

県の監査委員等が愛知県の事務を監査するために必要があると認める場合、指定管理者

に対して帳簿書類その他の記録の提出を求める場合があります。 

３ 指定の取消し等 

（１）指定の取消し事由等 

第８の２に掲げるほか、次のような場合に、県は、指定管理者に対して指定の取消し

等（取消し、又は期間を定めて指定管理者業務の全部又は一部の停止）の措置を行う場

合があります。 

ア 指定管理者が関係法令、条例、基本協定又は年度別協定の規定に違反した場合。 

イ 指定管理者が関係法令、条例、基本協定又は年度別協定の規定に基づく甲の指示に

従わない、又は指示によっても業務内容に改善が見られないと認められた場合。 

ウ 指定管理者の経営状況の悪化又は不可抗力等により、指定管理者業務を継続するこ

とが不可能又は著しく困難であると認められる場合。 

エ 指定管理者が基本協定に基づく県への報告を行わず、又は虚偽の報告をし、若しく

は調査を妨げた場合。 

オ 指定管理者が違法行為を行った場合等、指定管理者業務を行わせておくことが社会

通念上著しく不適当と判断される場合。 

カ 指定管理者が、指定管理者からの暴力団排除に関する合意書に規定する排除対象法

人等に該当すると認められた場合。 
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キ 指定管理者から第７の１の申し出があった場合。 

ク 第７の２の指定の取消しの協議の結果、やむを得ないと判断した場合。 

（２）指定が取り消された場合等の賠償 

指定管理者の責めに帰すべき事由により指定が取り消され、又は業務の全部若しくは

一部が停止された場合、指定管理者は、県に生じた損害・損失や増加費用を賠償しなけ

ればなりません。その他の場合は、県と指定管理者は協議するものとします。 

４ 業務の引継ぎについて 

指定期間の終了若しくは指定の取消しにより、次期指定管理者に業務を引き継ぐ場合に

は、県の指示に従い円滑な引継ぎに協力していただきます。 

 

第１０ 問い合わせ先及び各種書類の提出先 

愛知県都市・交通局航空空港課 

〒460-8501 愛知県名古屋市中区三の丸三丁目1番2号（愛知県庁本庁舎５階） 

電 話 ０５２－９５４－６１２９（ダイヤルイン） 

ＦＡＸ ０５２－９６１－３２４７ 

メールアドレス： kouku@pref.aichi.lg.jp. 
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14 

 

 

（別表１） 

リスク分担表 

種  類 内     容 
負担者 

県 
指 定 

管理者 

施設の維持管理・運営  ○ 

施設の法的管

理 

使用許可、許可の取消 △ ○ 

目的外使用許可 ○  

施設内整備、備品の維持管理  ○ 

周辺住民・利用者からの苦情・要望等対応 △ ○ 

施設の修繕 

耐久性を増すための経費  ○  

通常の維持管理又は毀損したものの原状回復に要する経費  

指定管理者の発意による修繕 （空調・消防設備関係修繕費、立体

駐車場エレベータ修理、ﾀｰﾐﾅﾙ南側駐輪場ｱｰｹｰﾄﾞ天井清掃および鉄骨

塗装工事、展望ﾃﾞｯｷ前階段ｸﾛｽ張替など） 

 ○ 

物価の変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ○ 

金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

税制の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

上記以外の税制変更  ○ 

支払遅延 

指定管理者の責めに帰すことのできない理由により、県からの経費

の支払遅延によって生じた事由 
○  

上記の場合以外  ○ 

政治、行政上の

理由による事

業の変更 

政治、行政上の理由から、施設管理、運営業務の継続に支障が生じ

た場合、又は業務内容の変更を余儀なくされた場合の経費及びその

後の維持管理経費における当該事情による増加経費負担 

○  

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、落盤、火災、争乱、暴動その

他の県又は指定管理者のいずれの責めに帰すことのできない自然的

又は人為な現象）に伴う、施設、設備の修復による経費の増加及び

事業履行不能 

○  

書類の誤り 
仕様書等、県が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等、指定管理者が提案した書類の内容の誤りによるもの  ○ 

利用者の安全

確保 

利用者の安全を確保するため、事故を未然に防ぐ措置、対応 
△ ○ 

利用者や第三

者への賠償 

指定管理者として注意義務を怠ったことにより損害（犯罪や事故等

の発生）を与えた場合 
 ○ 

上記以外の理由により損害を与えた場合 ○  

事業終了時の

費用 

指定管理者業務の期間が終了した場合、又は指定管理者が指定期間

途中において業務を廃止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

○：主たる負担者 △：従たる負担者  
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（別表２） 
※「条例」→指定管理者による公の施設の管理に関する条例 

指定基準 審査の観点 観点の細目等 配 点 

1 

業務計画に基づく

管理により当該公

の施設における県

民の平等な利用の

確保が図られるこ

と 
（条例第三条第三項

第一号） 

利用者の平等な

利用の確保 

施設の役割設置目的を踏まえた適切で公平

な対応か 

確保され

ない場合

は失格 

2 

業務計画の内容が

当該公の施設の設

置の目的を効果的

に達成することが

できるものである

こと 
（条例第三条第三項

第二号） 

施設の設置目的

との整合性 

管理運営に関する基本的な考え方（運営方針

理念）、維持管理の基本的な考え方及び取組

内容 

44 

7 7 

申請者の取組姿

勢 
本事業への参加意欲、抱負、ＰＲ事項 5 5 

利用者に対する

サービスの向上 

利用者ニーズの把握と分析及び反映 

22 

5 

トラブルや苦情等の対処方法 5 

緊急時の体制対応 7 

その他の取組（接遇、利用者指導） 5 

施設等の広報業

務等 

広報業務に関する方針及び手法、その具現化

実現性、自主事業 
5 5 

地域等との連携 具体性、独創性、実現性、取組姿勢 5 5 

3 

業務計画の内容が

当該公の施設の設

置の目的を効率的

に達成することが

できるものである

こと 
（条例第三条第三項

第二号） 

愛知県名古屋飛

行場の管理運営

に係る県の経費 

経 費 
24 

※1 

4 

業務計画に基づく

当該公の施設の管

理を適正かつ確実

に行う能力を有す

ること 
（条例第三条第三項

第三号） 

申請者の実績等 
類似施設の管理運営実績、施設管理に関する

知識や技術を十分に有しているか 

22 

5 5 

人的能力 

（管理運営組

織） 

業務を確実に実施できる執行体制責任体制

人員配置計画、人材の育成計画（研修計画等） 
8 

4 

再委託時の体制（点検、チェック、指導監督

体制） 
4 

経営の安定性 業務を安定確実に行える経営規模等 3 3 

個人情報保護

等、諸規程の整

個人情報保護、情報公開に対する考え方、取

扱い 
6 3 
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備 諸規程（就業､給与､決裁､会計等）の整備（充

足度､内容の整合性） 
3 

合  計 90 

 

※1 提案額が当該施設の維持管理運営にかかる指定管理料として適当と認められない場合は、他

の提案内容にかかわらず指定管理者候補者として選定しません。 
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（別表３） 

個人情報取扱事務委託基準 
 

個人情報取扱事務委託基準 

（基本的事項） 

 第１ 乙は、この契約による個人情報の取扱いに当たっては、個人の権利利益を侵害するこ

とのないよう努めなければならない。 

 ２ 乙は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成

25年法律第27号）第２条第８項に規定する特定個人情報（以下「特定個人情報」という。）

の取扱いに当たっては、この基準に定めるもののほか、愛知県における特定個人情報の取

扱いに関する規程等を遵守しなければならない。 

  （管理体制） 

 第２ 乙は、この契約による個人情報の取扱いに関する責任者、個人情報を取り扱う従業者

（乙の組織内にあって直接又は間接に乙の指揮監督を受けて業務に従事している者をい

い、従業員のほか、取締役、監査役、理事、監事及び派遣労働者等を含む。以下同じ。）

の管理及び実施体制並びに個人情報の管理の状況についての検査に関する事項等の必要

な事項について定めた書面を甲に提出する。 

（秘密の保持） 

第３ 乙は、この契約による事務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはなら

ない。この契約が終了し、又は解除された後においても、同様とする。 
２ 乙は、その事務に従事している者に対して、在職中及び退職後においてもこの契約によ

る事務に関して知ることのできた個人情報を他人に漏らし、又は不当な目的に使用しては

ならないこと等の個人情報の保護に必要な事項を周知するものとする。 
（従業者の明確化等） 

第４ 乙は、この契約により個人情報を取り扱う従業者を明確にし、特定個人情報を取り扱

う従業者のほか、甲が必要と認める場合については、書面により甲にあらかじめ報告する

ものとする。なお、変更する場合も同様とする。 

２ 乙は、この契約により個人情報を取り扱う従業者に対して、この契約により乙が負う個

人情報の取扱いに関する義務を適切に実施するよう監督及び教育を行うものとする。 

３ 乙は、この契約により個人情報を取り扱う従業者が派遣労働者である場合には、労働者

派遣契約書に秘密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記するものとする。 

（再委託の禁止） 

第５ 乙は、この契約により個人情報を取り扱う事務を自ら処理するものとし、やむを得ず

他に再委託（再委託先が委託先の子会社（会社法（平成17年法律第86号）第２条第１項第

３号に規定する子会社をいう。）である場合を含み、再委託先が再々委託を行うなど、二

以上の段階にわたる委託を行う場合を含む。以下同じ。）するときは、あらかじめ書面に

より甲の承認を得るものとする。甲の承認を得た再委託先の変更を行う場合も同様とする。 

２ 乙は、甲の承認により個人情報を取り扱う事務を再委託するときは、この契約により乙

が負う個人情報の取扱いに関する義務を再委託先にも書面で義務付けた上で、当該義務を

遵守させるものとし、乙はそのために必要かつ適切な監督を行うものとする。また、甲の

承認により再委託する場合には、再委託先に提供する個人情報は再委託する業務内容に照

らして必要最小限の範囲とし、必要のない特定の個人を識別することができる記載の全部

又は一部は削除し、又は別の記号に置き換える等の措置を講ずる。 
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（目的外収集、利用の禁止） 

第６ 乙は、この契約による事務を処理するため、個人情報を収集し、又は利用するときは、

受託事務の目的の範囲内で行うものとする。 

（複写、複製の禁止） 

第７ 乙は、この契約による事務を処理するため甲から提供を受けた個人情報が記録された

資料等（電磁的記録を含む。以下同じ。）を、甲の承認なしに複写し、又は複製してはな

らない。また、甲の承認により複写し、又は複製する場合には、必要最小限の範囲で行う

ものとする。 

（第三者への提供の禁止） 

第８ 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、甲の承認なしに第三者に提供して

はならない。また、甲の承認により第三者に提供する場合には、提供する個人情報は提供

目的に照らして必要最小限の範囲とし、必要のない特定の個人を識別することができる記

載の全部又は一部は削除し、又は別の記号に置き換える等の措置を講ずる。 

（作業場所等の特定及び持ち出しの禁止） 

第９ 乙は、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を取り扱うに当たっては、その作業場

所及び保管場所をあらかじめ特定し、甲の承認なしにこれらの場所以外に持ち出してはな

らない。 

 （安全管理措置に関する事項） 

第１０ 乙は、甲からこの契約による事務を処理するために提供を受けた個人情報及び乙

自らが当該事務を処理するために収集した個人情報の漏えい、滅失、毀損の防止その他の

個人情報の適切な管理（再委託先による管理を含む。）のために必要な措置を講じなければ

ならない。 

（資料等の返還等） 

第１１ 乙がこの契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収集

し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等は、この契約完了後直ちに甲に返還し、

又は引き渡すものとする。ただし、甲が別に指示したときは当該方法によるものとする。 

２ 乙は、甲の指示により、個人情報を削除し、又は廃棄した場合は、削除又は廃棄した記

録を作成し、甲に証明書等により報告するものとする。また、乙が個人情報を削除又は廃

棄するにあたっては、個人情報を復元困難及び判読不可能な方法によるものとする。 
（第三者等からの回収） 

第１２ 乙が、この契約による事務を処理するために、甲から提供を受け、又は乙自らが収

集し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等について、甲の承認を得て再委託に

よる提供をした場合又は甲の承認を得て第三者に提供した場合、乙は、甲の指示により、

当該再委託先又は当該第三者から回収するものとする。 

（報告検査等） 

第１３ 甲は、この契約により乙が負う個人情報の取扱いに関する義務の遵守状況について、

乙に対して必要な報告を求め、随時に立入検査若しくは調査をし、又は乙に対して指示を

与えることができる。なお、乙は、甲から改善を指示された場合には、その指示に従わな

ければならない。 

（事故の場合の措置） 

第１４ 乙は、この契約により取り扱う個人情報の漏えい、滅失若しくは毀損が発生し又は
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発生したおそれのある場合のほか、この契約に違反する事態が生じ、又は生ずるおそれの

あることを知ったときは、速やかに甲に報告し、甲の指示に従うものとする。この場合、

甲は、乙に対して、個人情報保護のための措置（個人情報が記録された資料等の第三者か

らの回収を含む。）を指示することができる。 

（損害賠償） 

第１５ 乙は、この契約により乙が負う個人情報の取扱いに関する義務に違反し、又は怠っ

たことにより甲が損害を被った場合、甲にその損害を賠償しなければならない。 

 
 


